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この資料の内容は，2020年 12月末時点での回答を元にした速報集計である

ため，今後のデータの精査等の詳細な分析により，各集計値やグラフの傾向な

どが変わることがあります． 

本資料の電子ファイル（PDF）並びに関連する情報は，随時（国研）建築研

究所 webサイトにも掲載予定です． 
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この調査は，文部科学省科学研究費（課題番号：18K04501，課題名：都市計画での建物

現況調査に革新的技術を導入する際に発生する課題に関する実証的研究，研究代表者：

阪田 知彦，研究期間：H30-R2）により実施しています． 

 

 



地方公共団体の都市計画・まちづくり部局での地理空間情報の利活用状況に関する調査 

（2020年 9月実施） 実施概要 

2021 年 1 月 国立研究開発法人建築研究所住宅・都市研究グループ 

 

■ 調査目的 

 地方公共団体の都市計画・まちづくり分野での地理空間情報（地図を含む，地理空間データな

らびに地理情報システム（GIS）等）の最新の整備・利活用状況の把握． 

 

■ 調査実施主体 

国立研究開発法人建築研究所住宅・都市研究グループ（担当：主任研究員 阪田知彦） 

 

■ 調査対象・方法 

対象：2020 年 9 月 1 日現在の，全都道府県，市町村（特別区を含む），合計 1788 団体の都市計画

（まちづくり）担当部署 

方法：依頼状，調査票，参考資料（類似調査の集計結果）を郵送し，WEB回答システム，FAXもし

くは E-mail（回答用ファイルの添付）のいずれかでの回答を依頼．  

締切：2020年 9月 25日（初回）, 2020年 10月 22日（再依頼）, 2020年 11月 13日（再々依頼） 

 

■ 調査内容 

項目番号 都道府県 市区町村 

1. 
回答者情報 

（部署名，回答者名，連絡先など） 

2.-(1) 
紙地図の整備状況 

（有無，年次，縮尺） 

3.-(1) 
地理空間データの整備状況 

（有無，年次，地図情報レベル，整備方法） 

3.-(2) 整備されている地物項目 

3.-(3) 建物属性の整備状況 

3.-(4) 土地利用属性の整備状況 

3.-(5) 他部署・外部への地理空間データの提供状況 

3.-(6) 
傘下の市区町村の地理空間データの 

収集状況 
 

4.-(1) 
地理空間データを扱うシステム（GIS等）について 

（有無，システム名など） 

4.-(2) 部署内また庁内のシステムを操作できる職員について 

4.-(3) システムの操作の外部依頼について 

4.-(4) システムの活用目的・業務について 

 ※具体的な設問などは，参考資料の調査票をご参照ください． 

 

 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

■ 依頼・回答状況 

  
都道 

府県 

市区町

村計 

  

合計 市 政令市 特別区 町 村 

送付（依頼）数 47 1,741 772 20 23 743 183 1,788 

回収（回答）数 45 1,542 725 19 22 632 144 1,587 

回収率 95.74% 88.57% 93.91% 95.00% 95.65% 85.06% 78.69% 88.76% 

 

■ 集計値について 

 次項からの集計値は，最低限の回答の整合性チェックなどを行った速報値です． 

 そのため，今後のデータの精査等により集計値やグラフの傾向が変わる可能性がありますこと，

ご了承ください． 

 また，一部の設問については，集計が完了していないため，本資料には掲載しておりません． 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

  

集計結果の概要 （以下では，主な調査項目についての集計結果（速報値）を示します） 

2.-(1) 紙地図の整備状況 

図1 紙地図の整備状況 

集計対象:回答数 

数字は，上段が団体数，下段が割合(%) 
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2.-(1)(a) 紙地図の整備年次と縮尺について 

図2 紙地図の整備年次 

集計対象:図1で「整備している」と回答した団体 数字は団体数 

 
 

※縮尺については，未集計のため未掲載 

3.-(1) 地理空間データの整備状況 

図3 地理空間データの整備状況 

集計対象:回答数 

数字は，上段が団体数，下段が割合(%) 
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3.-(1)(a) 地理空間データの整備年次と地図情

報レベルについて 

図4 地理空間データの整備年次（直近） 

集計対象:図3で「整備している」と回答した団体 数字は団体数 

 
※地図情報レベルについては，未集計のため未掲載 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

 

3.-(1)(b) 地理空間データの整備状況 

図5 地理空間データの整備方法 

集計対象:図3で「整備している」と回答した団体 

数字は割合(%)（複数回答有） 
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3.-(2)地理空間データに表示できるものについて 

図6 整備されている地物項目 

集計対象:図3で「整備している」と回答した団体 

数字は，各地物を「整備している」と回答した団体の割合(%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

3.-(3) 建物属性について  

図7 建物属性の整備状況 

集計対象:図3で「整備している」と回答した団体 

数字は，上段が団体数，下段が割合(%) 
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3.-(3)(a) 建物属性として整備している項目 

図8 建物属性項目 

集計対象:図7で建物属性が「整備されている」と回答した団体 

数字は，各属性を「整備している」と回答した団体の割合(%) 
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3.-(3)(b) 「建物用途」の分類数について 

図9 建物用途属性の分類数 

集計対象:図8で建物属性として建物用途を整備していると回答

した団体 数字は，団体数 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

3.-(3)(c) 「構造」の分類数について 

図10 建物構造属性の分類数 

集計対象:図8で建物属性として構造を整備していると回答した

団体 数字は，団体数 

3.-(4) 土地利用属性について 

図11 土地利用属性の整備状況 

集計対象:図3で「整備している」と回答した団体 

数字は，上段が団体数，下段が割合(%) 

3.-(4)(a) 「土地利用用途」の分類数について 

図12 土地利用用途属性の分類数 

集計対象:図11で土地利用属性を「整備している」

と 回答した団体 数字は，団体数 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

3.-(5) 地理空間データの他部署・外部などへの 

    提供状況について 

図13 地理空間データの他部署・外部などへの 

   提供状況 

集計対象:図3で「整備している」と回答した団体 

数字は，上段が団体数，下段が割合(%) 

 

 

3.-(5)(a)  地理空間データの提供先について 

図14 地理空間データの提供先 

集計対象:図13で「している（実績がある）」と回答した団体 

数字は割合(%)（複数回答有） 

 

【都道府県のみの調査項目】 

3.-(6) 傘下の市区町村で整備された地理空間   

    データの収集状況 

(集計作業が完了していないため，未掲載)



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

 

4.-(1) 地理空間データを扱うシステム（GIS等） 

    について 

図15  GIS等の地理空間データを扱うシステムの 

    導入状況 

集計対象:回答数 

数字は，上段が団体数，下段が割合(%) 

 

 

4.-(1)(a) システム・ソフトウェアの名称に 

           ついて 

(集計作業が完了していないため，未掲載) 
 

 

4.-(2) 部署内また庁内でシステムを操作でき 

    る職員について 

図16  GIS等の操作ができる職員の有無 

集計対象:図15で「システムあり」と回答した団体※ 

数字は，上段が団体数，下段が割合(%) 

 

 

 

 

 

 

 

4.-(3)  システムの操作の外部依頼について 

図17 外部の業者や有識者への依頼の有無 

集計対象:図15で「システムあり」と回答した団体 

数字は，上段が団体数，下段が割合(%) 

 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

4.-(4) システムの活用目的・業務について 

図18 活用用途 

集計対象:図15で「システムあり」と回答した団体 数字は，各設問を「活用している」と回答した団体の割合(%) 

 

 

調査及び集計内容に関するお問い合わせ先 

国立研究開発法人建築研究所 

住宅・都市研究グループ 主任研究員 阪田 知彦 

E-mail:urban-gis@kenken.go.jp 

 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

 

調査票（都道府県） 

 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

 

調査票（市区町村） 
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ご参考 主な指標の数表 

図1　紙地図の整備状況 図3　地理空間データの整備状況
整備してい
る

整備してい
ない 未回答

整備してい
る

整備してい
ない 未回答

都道府県 (n=45) 30 15 0 33 12 0
市区町村計 (n=1542) 1311 231 0 1014 500 28
市 (n=725) 690 35 0 600 108 17
政令市 (n=19) 17 2 0 19 0 0
特別区 (n=22) 20 2 0 22 0 0
町 (n=632) 496 136 0 325 297 10
村 (n=144) 88 56 0 48 95 1

図5　地理空間データの整備方法

独自に測
量・データ
化（外注を
含む）

他部署で
整備した
データの利
用

他市区町
村との共同
整備（調
達）

都道府県
で整備した
データの利
用

傘下の市
区町村で
整備した
データを収
集して利用

基盤地図
情報（国土
地理院）の
利用 民間企業 その他 未回答

都道府県 (n=33) 20 6 19 10 5 1 0
市区町村計 (n=1014) 678 485 49 123 118 112 35 4
市 (n=600) 435 312 25 71 67 56 17 2
政令市 (n=19) 19 10 1 0 4 1 2 0
特別区 (n=22) 12 4 0 20 1 5 1 0
町 (n=325) 189 142 20 23 38 41 14 2
村 (n=48) 23 17 3 9 8 9 1 0

図6　整備されている地物項目

行政界
町丁（目）
界 等高線

基準点・水
準点

海・河川・
用水路・湖
面など水面

道路中心
線 真幅道路 並木 建物

 土地利用
境界

都道府県 (n=33) 30 14 12 7 16 2 5 0 21 18
市区町村計 (n=1014) 896 739 701 462 586 168 280 173 815 305
市 (n=600) 547 461 451 308 365 107 199 123 515 193
政令市 (n=19) 18 15 17 14 16 2 8 8 17 10
特別区 (n=22) 20 20 8 8 14 5 5 3 18 9
町 (n=325) 279 221 200 115 171 46 60 38 235 81
村 (n=48) 32 22 25 17 20 8 8 1 30 12

 敷地境界

 過去の災
害発生場
所  非可住地

 地域地区
など都市計
画規制

 都市計画
道路など都
市施設

 区画整理
事業など都
市計画事
業

 災害危険
性の高い
区域等

 航空写真・
衛星写真  その他 未回答

都道府県 (n=33) 4 3 9 18 22 19 8 6 4 1
市区町村計 (n=1014) 460 62 61 633 713 442 290 809 81 2
市 (n=600) 251 46 41 475 528 361 195 484 42 0
政令市 (n=19) 4 3 6 12 13 11 6 10 3 0
特別区 (n=22) 7 1 3 22 20 17 5 8 2 0
町 (n=325) 171 12 11 116 147 52 71 264 28 1
村 (n=48) 27 0 0 8 5 1 13 43 6 1

図7　建物属性の整備状況
整備されて
いる

整備されて
いない

建物形状
がない 未回答

都道府県 (n=33) 18 10 4 1
市区町村計 (n=1014) 295 602 108 9
市 (n=600) 193 352 52 3
政令市 (n=19) 12 7 0 0
特別区 (n=22) 13 9 0 0
町 (n=325) 72 202 46 5
村 (n=48) 5 32 10 1

図8　建物属性項目

地上階数 地下階数 建物用途
築年数/建
築年 空き家 構造 延べ面積 その他 未回答

都道府県 (n=18) 15 7 18 11 0 14 13 3 0
市区町村計 (n=295) 221 114 236 165 61 198 166 28 6
市 (n=193) 143 66 155 103 43 129 95 20 5
政令市 (n=12) 10 5 12 8 2 10 9 1 0
特別区 (n=13) 12 8 13 4 1 13 8 2 0
町 (n=72) 51 33 52 47 13 42 51 4 1
村 (n=5) 5 2 4 3 2 4 3 1 0

特別区 (n=22)
町 (n=632)
村 (n=144)

都道府県 (n=45)
市区町村計 (n=1542)
市 (n=725)
政令市 (n=19)

 

 

 



本資料は速報集計のため，今後の分析の進展により傾向等が変わる可能性があります． 

図11　土地利用属性の整備状況

整備されて
いる

整備されて
いない

土地利用
形状がな
い 未回答

都道府県 (n=33) 23 7 1 2
市区町村計 (n=1014) 362 485 151 16
市 (n=600) 237 277 80 6
政令市 (n=19) 13 5 1 0
特別区 (n=22) 13 7 1 1
町 (n=325) 88 168 61 8
村 (n=48) 11 28 8 1

図13　地理空間データの他部署・外部などへの提供状況
 している
(実績があ
る）

 していない
(実績がな
い）

 わからな
い 未回答

都道府県 (n=33) 26 5 2 0
市区町村計 (n=1014) 775 182 52 5
市 (n=600) 495 80 24 1
政令市 (n=19) 19 0 0 0
特別区 (n=22) 16 4 2 0
町 (n=325) 217 81 24 3
村 (n=48) 28 17 2 1

図14　地理空間データの提供先
貴団体の
他部署 都道府県

傘下の市
区町村

大学・研究
機関等 民間企業 その他 未回答

都道府県 (n=26) 15 21 18 4 6 0
市区町村計 (n=775) 726 362 109 216 64 4
市 (n=495) 471 255 80 145 42 3
政令市 (n=19) 19 15 16 12 3 0
特別区 (n=16) 14 4 1 2 2 0
町 (n=217) 195 82 12 53 16 1
村 (n=28) 27 6 0 4 1 0

図15　 GIS等の地理空間データを扱うシステムの導入状況 図16　 GIS等の操作ができる職員の有無
システムあ
り

システム無
し 未回答

部署内に
いる 庁内にいる いない 未回答

都道府県 (n=45) 27 14 4 都道府県 (n=27) 21 3 2 1
市区町村計 (n=1542) 974 516 52 市区町村計 (n=974) 862 62 48 2
市 (n=725) 571 138 16 市 (n=571) 506 35 29 1
政令市 (n=19) 18 0 1 政令市 (n=18) 16 1 1 0
特別区 (n=22) 20 1 1 特別区 (n=20) 19 0 1 0
町 (n=632) 307 292 33 町 (n=307) 268 23 15 1
村 (n=144) 58 85 1 村 (n=58) 53 3 2 0

図17　外部の業者や有識者への依頼の有無
ある ない 未回答

都道府県 (n=27) 13 13 1
市区町村計 (n=974) 583 385 6
市 (n=571) 371 195 5
政令市 (n=18) 16 2 0
特別区 (n=20) 14 6 0
町 (n=307) 154 153 0
村 (n=58) 28 29 1

図18　活用用途

地形図の
作成

都市計画
基礎調査

都市計画
図書等の
作成

総合計画
の検討・策
定

都市計画
マスタープ
ラ

立地適正
化計画の
検討

事業計画
等の立案・
検

災害復興
計画の検
討・ 都市防災

 インフラ
(道路，下
水道）

都道府県(n=27) 2 23 8 2 19 8 4 4 4 0
市区町村計(n=974) 443 448 513 178 440 293 356 93 144 386
市(n=571) 287 333 384 116 326 245 229 56 96 191
政令市(n=18) 11 15 18 7 14 12 12 6 7 3
特別区(n=20) 4 10 13 5 11 2 8 4 4 1
町(n=307) 117 79 93 41 82 31 81 21 27 160

村(n=58) 24 11 5 9 7 3 26 6 10 31

 各種分析・
検討資料

 庁内での
情報共有

 住民サー
ビス（閲覧  その他 未回答

都道府県(n=27) 15 10 8 0 1
市区町村計(n=974) 567 714 421 88 5
市(n=571) 377 421 288 49 1
政令市(n=18) 16 12 14 1 0
特別区(n=20) 12 12 12 1 0
町(n=307) 134 221 85 33 4
村(n=58) 28 48 22 4 0  
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